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「GRIT」 ～成長分野等におけるリ・スキリングの戦略的推進～
（Growth-sector Reskilling and Innovative Training）

➤ 17の戦略分野を中心に、厚労省や経産省等と連携した一気通貫の支援により成長分野等の必要な人材育成を加速化

人口減少やＡＸの進展、産業構造の変化に伴う人材需要の大きな変化が見込まれる中、将来の人材需要とのミスマッチを解消するため、
17の戦略分野における課題を踏まえた人材や、それを支える人材を戦略的に育成することが求められている。また、地域ごとの人材需給ギャップ
の状況等も踏まえ、地域を支える必要な人材を確保していくことが必要。（「日本成長戦略2026」令和8年7月21日閣議決定）

現状・課題

事業内容

2030年までに
大学等における
リ・スキリング人口

60万人
（日本成長戦略KPI）

リ・スキリングが
個々人のキャリア

アップ・処遇向上や
企業の成長に
確実につながる
システムを構築

GRIT（Growth-sector Reskilling and Innovative Training）

新たな
技術・知識・技能

への対応

社会の
ニーズ

目指す
成果

省庁
連携等

我が国の
労働生産性向上

１５％
（日本成長戦略KPI）

➤ 産学官連携による短期プログラムの開発・提供や全学的な体制整備等を支援することで、実践的専門人材の持続的供給基盤を構築

厚労 厚労

地域基盤を支える
実践的職業人材

の育成

（日本成長戦略に
おける講ずるべき

施策）

企業等支援

厚労

（人材開発支援助成金）

① 短期プログラムの開発・提供

○成長分野等における
リ・スキリングプログラム開発事業

33,703百万円（新規）

産学官連携による大学等における短期
実践型のリ・スキリングプログラムの開発・
提供を支援

（受講料・民投資等）

・社会の実需に応じた
質の高い実践型プログラムの全国展開

・17の戦略分野等を支える
人材供給基盤の構築

② 持続可能な体制整備

○学び続ける社会の実現に向けた大学の全学的体制整備支援
21,008百万円（新規）

リ・スキリングによる持続的な人材輩出
に向けて体制整備を行う大学を支援

・大学の「18歳中心主義」からの転換
・「学び続ける社会」の拠点としての機能強化

③ 社会人高度人材の育成 （修士・博士）

○産学連携リ・スキリングによる社会人修士・博士育成事業
5,306百万円（新規）

社会人が働きながら修士・博士課程を
修了できる環境を整備し高度人材を育成

・産学連携による社会人高度人材の育成
・社会人が大学院で学ぶことが

当たり前となる社会の実現

④ 支える人材の質向上 （専門学校）

○専門学校を活用した実践的な職業人材の高度化 10,178百万円
（新規）

各地域の産業等を支える職業人材の
高度化を図る専門学校を支援

・地域ニーズに対応した教育の高度化
・地域産業を支える人材の輩出

経産デジ庁

個人支援

（教育訓練給付金等）

情報提供

（スキル情報・プログラム情報等）

（担当：総合教育政策局生涯学習推進課）

経産

個人・業界団体・企業等

（短期） （長期、正規課程）

（専門性高）

令和9年度要求・要望額 702億円

うち「強く豊かな日本」投資枠 702億円

（新規）

厚労

スキル情報の
可視化

キャリアラダー
職業能力検定

スキル標準の
策定支援
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成長分野等におけるリ・スキリングプログラム開発事業

⚫ 「量子、航空・宇宙、コンテンツ、創薬などの17の戦略分野については、大胆な投資促進、国際展開支援、人材育成、研究開発、産学連携、国際標準化、防衛調達を
含む官公庁による調達、規制・制度改革といった、供給及び需要の両面にアプローチする多角的な観点からの総合支援策を講じ」ることとしている。【第221回国会にお
ける高市内閣総理大臣施政方針演説（令和８年２月２０日）】。

⚫ 他方、これらの成長投資を実行するためには、研究開発人材のみならず、実装・製造・保守・運用、AI・データ活用、事業化、標準化、海外展開等を担う人材の確保が不
可欠であり、人材不足が成長投資のボトルネックとなるおそれがある。

⚫ このため、17の戦略分野ごとに、関係省庁、産業界、大学・高専等からなる分野別WGを設置し、各分野における人材需要、必要となる人材像・スキル、リ・スキリングに
よる定量効果を明確化する。

⚫ その上で、大学等において、産学官連携による短期の実践型のリ・スキリングプログラムを開発・実施し、学修成果の可視化、企業での職務活用、効果測定まで一体的に支
援することにより、17の戦略分野の官民投資ロードマップを支える全国的な人材供給基盤を構築する。

⚫ 本事業は、個別大学における講座開発にとどまらず、17の戦略分野の官民投資ロードマップを実行するための人材供給インフラを全国に整備するものであり、各分野の
人材不足緩和、労働生産性向上、付加価値やGDP押上げに資するリ・スキリングエコシステムを形成し、「人への投資の好循環」を成長分野において実装を目指す。

概 要

戦略本部
関係省庁、産業界、教育界、有識者など

エッセンシャルワーカーWG ﾌｰﾄﾞﾃｯｸWG マテリアルWG ○○WG・・・

 食品メーカー

機械メーカー等

経済産業省

中小企業庁

事 業 実 施 プ ロ セ ス （ イ メ ー ジ ）

・全体戦略の策定
・実施分野の選定
・分野横断的連携 など

予 算

⚫ 戦略分野WG：17WG×10億円
（WG運営1億円＋3分類×6大学等×5,000万円）

⚫ 中小企業AXWG：1WG×71.5億円
（WG運営1億円＋47都道府県×3大学等×5,000万円）

⚫ エッセンシャルワーカーWG：1WG×95億円
（WG運営1億円＋47都道府県×4大学等×5,000万円）

大学

中小企業AXWG

大学

文科省

研究機関

WG例

農林水産省

 経済産業省

文科省
コンソーシアム

※経済産業省において策定予定の17分野等に関するスキル標準や
  厚生労働省の教育訓練給付金・人材開発支援助成金とも連携

（１）AI実装人材
各分野の現場の専門能力 × 最新のAIスキル

（２）複数領域の知見を有する人材
フードテック × 国際ビジネス 等

（３）各分野に関する専門性向上、最新の知見の習得等

業界のステークホルダーの連携により

・具体のリ・スキリングのニーズの把握
・プログラム要件の設定、素案構築
・プログラム提供者の選定
・プログラム提供者と企業のマッチング
・プログラムの評価と改善 など

リ ・ ス キ リ ン グ ニ ー ズ ( 例 )

フードテック
官民協議会

関係団体 企業

（担当：総合教育政策局生涯学習推進課）

例：経営者の意識改善のためのプログラム
社内のAX推進人材の育成
中小企業指導員（伴走支援員）の育成

養成される人材のイメージ

専門能力

AIスキル
×

経営マネジメントスキル

海外展開スキル

分野 必要な人材像

工場メンテナンス・工場新設の担当人材

プラント設計・運営・管理人材

食品機械メンテナンス等人材

新規食品の品質等管理人材

マテリアル AI駆動マテリアル研究開発人材

船舶の設計・研究開発等を担う技術者

船舶の建造現場を担う技能者

法務人材

造船

フードテック

令和9年度要求・要望額 337億円
うち「強く豊かな日本」投資枠 337億円

（新規）
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「学び続ける社会」の実現に向けた
大学の全学的体制整備支援

事業内容

■ 支援対象

戦
略
策
定

• 理念の確立・経営戦略での位置づけ明確化（リ・スキリングを大学のミッション、収益の
柱の一つに設定）

• 成長モデルの構築・中長期の戦略策定
• 事業戦略の策定（収益化戦略、マーケティング戦略など）

全
学
的
な
体
制
整
備

【組織整備】
• 全学横断的な組織の設置及び専属の幹部職員（統括責任者）の配置
• リ・スキリング専属職員・教員、キャリアコンサルタントの配置、学外講師の積極採用
• 産業界の動向や学内の仕組みに知見のあるコーディネーター配置
【学内ルール整備】
• 意思決定プロセスへの経営陣の参画
• 適正な受講料設定のための規程改正、収益配分ルール設定
• 柔軟な履修制度の活用促進（長期履修制度、単位累積加算制度）
• リ・スキリング担当教員の評価・報酬体系の整備（インセンティブ付与）
【インフラ整備】
• オンライン提供・LMS（ラーニングマネジメントシステム）等の学習基盤整備
• 卒業生のアルムナイ組織の結成 / 卒業生・受講生のデータ活用
• 転職支援環境の整備

収 
益
化

• 社会、地域、企業のニーズ把握と収益化計画の策定
• 企業との連携協定等の締結促進、受講生確保
• 地域プラットフォームの形成・企業とのスキルマッチングによる修了者の処遇改善支援
• 企業に対するプログラムの積極的な広報

■ これからの時代における大学は、「『18歳中心主義』という前提を改め、・・・社会人の受入れ・・・キャンパスのダイバーシティを支える環境整備等が必要である」。
【我が国の「知の総和」向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答申）（令和７年２月21日中央教育審議会）】

■ 戦略17分野をはじめとする成長分野で活躍する人材のリ・スキリングプログラムを充実させるためにも、リ・スキリングを大学のミッションとして明確に位置付け、全学的な
体制を整備することが不可欠。

■ 一方、現状、多くの大学において、経営戦略にリ・スキリングが位置付けられておらず、学内組織や体制、インフラ、ルールなどの整備が不十分であり、持続可能な形で
質の高いリ・スキリングプログラムを提供できる体制が整っているとは言えない。

■ 大学が、「学び続ける社会」の拠点としての機能強化を図ることができるよう、学内変革に向けた総合的な支援を行う。

背
景

■ハーバード大学：全学ポートフォリオ経営（モデル事例）
 ・ 多様な成人向けのコースを提供し、リ・スキリングプログラム授業料が収益の大きな柱

（大学全体の収入の８％ cf:学位プログラム13％、民間からの研究費６％）。
 ・ 中央統括組織が全学としてのリ・スキリングの戦略策定・資源配分を一元的に担う。
 ・ コーディネーターの役割を担うポストに、MBA保持者や産学連携プロジェクト経験者を配備。
 ・ 担当する教員・職員に対して競争力の高い報酬を付与。

各採択大学において、５年後の「大学全体の収入に占めるリ・スキリング関係収入」に関す
る目標値（〇％以上、現在の○倍以上など）を設定し、達成を目指す。

■ 目指す姿

■ 事業スキーム

・「18歳中心主義」からの転換
・リ・スキリングをミッションに位置付け
・社会人の学びの拠点

文部科学省

・採択大学のノウハウ集約・横展開
・海外先行事例の調査・研究
・多方面において戦略的アドバイス
・採択大学のネットワーク構築

支援拠点

伴走支援

知見の集約

補助：50大学×４億円委託：10億円

※５年間継続支援を想定

インフラ
整備

収益化

戦略策定
学内ルー
ル整備

組織整備

受託・共同研究

特許ライセンス

寄附

社会人の進学

修了生ネットワーク

ブランド力の向上

リ・スキリング

リ・スキリングによる企業とのリレーション強化やブランド力の
向上により、社会・企業・学生に「選ばれる大学」となり、
大学の財政基盤の安定化や研究/教育力の向上に寄与

※地域で必要とされるエッセンシャルワーカーのリ・スキリングなど地方創生や産業成長に資する
 プログラムを提供することを必須要件とする

女性

シニア層

転職志望者

キャリアアップ
志向者

中堅

ホワイトカラー

リ・スキリングのニーズは幅広い層にわたっており、
18歳人口が減少する中
大学が貢献できる新たなマーケット

18~22歳人口：548万人、23歳~人口：9,805万人
（出典：令和6年10月 人口推計より）

（担当：総合教育政策局生涯学習推進課）

令和9年度要求・要望額 210億円
うち「強く豊かな日本」投資枠 210億円

（新規）
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産学連携リ・スキリングによる社会人修士・博士育成事業

文科省補助金
（講義時間・履修
形態等の工夫）

包括連携協定など

人材育成計画策定
（「○○コースを修了後、
◆◆職に配置する」等）

⚫ 我が国における大学院への社会人入学者数は頭打ち状態にあり、博士人材数の伸び悩み、高度専門人材の産業界での活用不足、国全体の生産性停滞に繋がっている。

⚫ 17の戦略分野などの成長分野（バイオ、AI・半導体、蓄電池など）では、修士・博士レベルの高度な専門知識・研究力を備えた人材ニーズが高まっており、新卒学生の育
成のみではなく、社会人のリ・スキリングによっても人材を確保していくことが急務。博士レベルの知は産業・社会実装に不可欠であり、博士人材を社会で循環させる設計は、
国全体の競争力・成長に直結する。この体制を構築するためには、経営層を含む社会人が働きながら修士課程・博士課程まで進める履修形態や学びが処遇改善に確実に
繋がる基盤を整備することが必要。

背 景 ・ 目 的

53億円/年×６年

大学（補助１億円×50件）

支援機関（委託３億円×１件）

・ 採択業務
・ 大学と企業のマッチング支援
・ 連携企業の人材育成計画に対する戦略的アドバイス
・ 採択大学のノウハウ集約・横展開
・ 周知広報 など

（担当：総合教育政策局生涯学習推進課）

概 要

予 算

目 指 す 社 会

⚫ 大学と企業が強力に連携し、修士課程・博士課程まで
一気通貫の計画的なハイレベル企業人育成

⚫ 学びと労働が接続し、「学び直しが当たり前」の社会の実現

大学

⚫ 社会人が働きながら学べる環境整備
（受講期間・曜日・時間や履修形態等の
特別カリキュラム・コース編成、単位互換、
評価制度、実務家教員など）

⚫ 共同研究や企業の課題解決など、
社会人の受け入れによって
大学・企業の双方にメリット

⚫ 人材育成計画に基づいて、大学へ
社員を派遣

⚫ 産学連携のメリットが企業成長に寄与
⚫ 学びの成果を確実に処遇に反映

事 業
ス キ ー ム

支援機関委託費

⚫ ノウハウの横展開
⚫ 人材育成計画のブラッシュアップ支援 など

企業

令和9年度要求・要望額 53億円
うち「強く豊かな日本」投資枠 53億円

（新規）

⚫ 大学と企業が包括連携協定を締結するなど協働し、企業の人材戦略と連動した人材育成計画を共同で策定した上で、社会人が働きながら修士課程・博士課程で学ぶこ
とができる環境整備（特別コース等を整備し、受講期間、開講時間、履修方法等に配慮した柔軟な教育プログラムを提供するなど）を行う。 大学院での学修は、企業の研
究開発課題や業務課題の解決、産学共同研究等と連携して実施するなど、学びと労働を接続した実践的な人材育成を推進する。

⚫ 短期リ・スキリングプログラムから修士課程・博士課程への接続を促進するとともに、企業ニーズに基づく研究成果の単位認定や、修了後の配置・処遇への反映を通じて、継続
的な学びとキャリア形成を支援する。 こうした取組を通じて、大学・企業間の連携体制の構築、人材育成計画の高度化、優良事例の横展開を図り、社会人が修士課程・
博士課程で学ぶことが当たり前となる社会の実現を目指す。
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◆地域における人材供給体制の維持・強化
による持続的な地域経済・生活基盤の確保

◆戦略17分野及びエッセンシャル分野における人材育
成プログラムの改善数／修了者数（輩出数）の増加

◆地元就職率の向上

専門学校を活用した実践的な職業人材の高度化

背景・課題

◆関係機関による連携体制の構築
◆専門学校教育の高度化の方針に基づくプログラム
 の開発・実施

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

事業内容

 令和９年度要求・要望額 102億円

うち「強く豊かな日本」投資枠 102億円

（新 規）

我が国は既に人手不足の状況にあり、今後も労働力人口の減少が見込まれている。このため、AIやデジタル技術等を活用し、従来より少ない人数でも生産性を維持できる人材育成が不可欠。

地域に必要不可欠であっても需要規模が小さい職種（例：歯科技工士、助産師等）などは、教育機関や事業者による人材供給の維持が困難となる場合があるほか、人口減
少や若年層流出により人材需要を満たすことができないケースも生じている。

また、「量子、航空・宇宙、コンテンツ、創薬などの17の戦略分野については、大胆な投資促進、国際展開支援、人材育成、研究開発、産学連携、国際標準化、防衛
調達を含む官公庁による調達、規制・制度改革といった、供給及び需要の両面にアプローチする多角的な観点からの総合支援策を講じ」ることとしている。【第221回国
会における高市内閣総理大臣施政方針演説（令和８年２月20日）】。

このため、各地域（都道府県単位）が将来の産業構造や地域ニーズを見据え、将来にわたり質の高い職業人材を継続的かつ安定的に育成できるよう、これを地域任せ
にせず、国として全国的な視点から専門学校教育の高度化を推進することが必要である。

地域構想推進プラットフォーム等による地域の人材需要の分析も
踏まえ、都道府県が作成する専門学校教育の高度化の方針に基
づき、戦略17分野を中心に、専門学校における教育プログラムの
開発・実施や教育内容・カリキュラムの高度化等の取組を実施する
ために必要な経費を国が補助する。

（補助率・単価等）
⚫ 補助率：定額

⚫ 件数・単価：47箇所×約2億円（予定）
※５年間の継続支援を予定

⚫ 補助対象経費：
・都道府県における専門学校教育高度化の方針を作成するた
めの経費
・都道府県から専門学校への支援経費のうち、外部人材への人件
費、教育プログラム・カリキュラムの高度化に必要な設備経費等

※ 都道府県への補助のほか、各都道府県の取組の情報収集及び成
果分析のための取組を実施

（想定される取組）
⚫ 17の戦略分野等を支える人材育成に向けた取組
⚫ 専門高校等との接続を意識した専門学校のカリキュラム改革
⚫ AIやデジタル技術の活用を前提とした学科・カリキュラムの転換・高度化

実施イメージ

戦略17分野やAI・デジタル技術等の活用を前提とした教育内容・カリキュラムへの転換、地域産業との連
携強化など、専門学校教育の高度化に係る取組

（担当：総合教育政策局生涯学習推進課）

専門学校

教育内容の高度化及び環境整備

大学

専門学校
産業界

高等学校

研究機関

地域の現状や課題を共有し、戦略17分野をはじめ、地域で不足
または今後成長が見込まれる分野に関する人材需要の分析

地域の人材需要の分析等

地域の人材需要を踏まえた
・分野別の人材育成に関する計画
・AIやデジタル技術を活用した教育プログラム
 の改善等を行う計画 等

専門学校教育の高度化の方針の作成

申請・補助金交付

都道府県
（専門学校担当課、
福祉部、地域振興

部等）

地域構想推進プラットフォーム等※

※ 地域の状況により、都道府県と大学等関係団体とで
構成される地域人材育成に関する会議体等において
人材需要の分析等を行うことも可能

支援

・成長分野に対応した科目の新設・再編 等
・専門学校が中心となり、企業や高校・大学と連
携し、実践的な教育プログラムの高度化（AIや
デジタル技術の活用） 等

委
託

支援機関

• 都道府県及び専門学校の取組
について情報収集

• 全国的な見地からの成果分析
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